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報告第５号 

 

令和６年度太田市一般会計継続費精算報告書について 

令和６年度太田市一般会計継続費に係る（仮称）太田西複合拠点公

共施設建設事業ほか４事業が完了したので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定により、報告する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信 

 

令和６年度太田市一般会計継続費精算報告書（別紙のとおり） 
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報告第６号 

 

令和６年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率につい 

て 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４

号）第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、令和６年度決算

に基づく健全化判断比率・資金不足比率を別紙監査委員の意見を付け

て報告する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信 

 

令和６年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率について

（別紙のとおり） 
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令和６年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率について 

 

１ 健全化判断比率 

（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定によるもの） 

(単位：％) 

区   分 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 

① 実質赤字比率 － １１．２６   ２０．００  

② 連結実質赤字比率 － １６．２６  ３０．００  

③ 実質公債費比率 ５．３  ２５．０ ３５．０ 

④ 将来負担比率 ２５．６  ３５０．０   

・①実質赤字比率は「なし」ですが、黒字の程度は５．４３％です。 

・②連結実質赤字比率は「なし」ですが、黒字の程度は８．８７％です。 

・早期健全化基準は、市町村の財政規模等により設定された数値で、この基準を超えた場合 

は、財政健全化計画の策定等が必要になります。 

・財政再生基準は、市町村に設定された数値で、この基準を超えた場合は、財政再生計画の 

策定等が必要になります。 

 

２ 資金不足比率 

（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定によるもの） 

(単位：％) 

区  分 下水道事業等会計 
太陽光発電事業特別

会計 
経営健全化基準 

資金不足比率 － － ２０．０ 

・各会計とも資金不足は発生していないため、資金不足比率は｢なし｣です。 
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算定方法 

 

            一般会計等の実質赤字額 

①実質赤字比率 ＝ ――――――――――――――――― 

                標準財政規模 

・一般会計等の実質赤字額 

一般会計及び特別会計のうち、普通会計に相当する会計における実質赤字の額 

・標準財政規模：４９，２０７，３１６千円（令和６年度） 

 

              連結実質赤字額 

②連結実質赤字比率 ＝ ―――――――――――――――― 

                標準財政規模 

・連結実質赤字額：アとイの合計額がウとエの合計額を超える場合の当該超える額 

 ア 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実 

  質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

 イ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

 ウ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

 エ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

           （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

③実質公債費比率 ＝ （特定財源＋元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）    

 （３か年平均）    標準財政規模－（元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

・準元利償還金 

満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合における

１年当たりの元金償還金相当額、一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公

営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの、債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準

ずるものほか 

 

           将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等 

④将来負担比率 ＝  に係る基準財政需要額算入見込額）               

           標準財政規模－（元利・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

・将来負担額 

一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高、一般会計等以外の会計の地方債の元

金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額、退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込

額ほか 

 

（公営企業） 

              資金の不足額 

資金不足比率 ＝ ――――――――――――――――― 

                事業の規模 

・資金の不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現 

 在高－流動資産）－解消可能資金不足額 

・事業の規模 ＝営業収益の額－受託工事収益の額 

参 考 
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議案第８０号 

 

   太田市教育委員会委員任命の同意について 

 次の者を太田市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２

項の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

１ 住  所   

２ 氏  名   

３ 生年月日   
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議案第８１号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員原節子は、令和７年１２月３１日任期満了になるため、

後任候補者に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年

法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

１ 住  所   

２ 氏  名   

３ 生年月日   
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議案第８２号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員野村克明は、令和７年１２月３１日任期満了になるた

め、後任候補者に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２

４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求め

る。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

１ 住  所   

２ 氏  名   

３ 生年月日   
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議案第８３号 

 

   令和６年度太田市一般会計歳入歳出決算認定について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和６年度太田市一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見

を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

 令和６年度太田市一般会計歳入歳出決算について 別冊 
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議案第８４号 

 

   令和６年度太田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和６年度太田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監

査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

 令和６年度太田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算について 別

冊 
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議案第８５号 

 

   令和６年度太田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和６年度太田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙

監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

 令和６年度太田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算について  

別冊 
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議案第８６号 

 

   令和６年度太田市八王子山墓園特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和６年度太田市八王子山墓園特別会計歳入歳出決算を別紙監

査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

 令和６年度太田市八王子山墓園特別会計歳入歳出決算について 別

冊 
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議案第８７号 

 

   令和６年度太田市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和６年度太田市介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委

員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

 令和６年度太田市介護保険特別会計歳入歳出決算について 別冊 
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議案第８８号 

 

   令和６年度太田市太陽光発電事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定に 

より、令和６年度太田市太陽光発電事業特別会計歳入歳出決算を別紙

監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

 令和６年度太田市太陽光発電事業特別会計歳入歳出決算について 

別冊 
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議案第８９号       

 

令和６年度太田市下水道事業等会計決算認定について 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規

定により、令和６年度太田市下水道事業等会計決算を別紙監査委員の

意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信 

                

 令和６年度太田市下水道事業等会計決算について 別冊 
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議案第９０号 令和７年度太田市一般会計補正予算（第３号）につい 

て 別冊 

議案第９１号 令和７年度太田市国民健康保険特別会計補正予算（第 

１号）について 別冊 

議案第９２号 令和７年度太田市後期高齢者医療特別会計補正予算（ 

第１号）について 別冊 

議案第９３号 令和７年度太田市八王子山墓園特別会計補正予算（第 

１号）について 別冊 

議案第９４号 令和７年度太田市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

について 別冊 

議案第９５号 令和７年度太田市太陽光発電事業特別会計補正予算（ 

第１号）について 別冊 

議案第９６号 令和７年度太田市下水道事業等会計補正予算（第１号） 

について 別冊 
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議案第９７号 

 

   太田市外三町広域清掃組合の規約変更に関する協議について 

 太田市外三町広域清掃組合規約（平成１１年群馬県指令地第１３８

号）の変更について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８

６条第１項の規定により、次のとおり太田市外三町広域清掃組合構成

市町間において協議の上定めることについて、同法第２９０条の規定

により、議会の議決を求める。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信   

 

   太田市外三町広域清掃組合の規約変更に関する協議書 

 太田市外三町広域清掃組合規約（平成１１年群馬県指令地第１３８

号）を下記の太田市外三町広域清掃組合規約の一部を改正する規約に

より変更することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２８６条第１項の規定により、構成市町が協議の上定めるものとす

る。 

 

記 

 

   太田市外三町広域清掃組合規約の一部を改正する規約 

 太田市外三町広域清掃組合規約（平成１１年群馬県指令地第１３８

号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   太田市外三町清掃斎場組合規約 

 第１条中「太田市外三町広域清掃組合」を「太田市外三町清掃斎場
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組合」に改める。 

 第３条第４号中「（太田市斎場及び大泉町外二町斎場に係るものを除

く。）」を削る。 

 第４条中「太田市外三町広域清掃組合」を「太田市外三町清掃斎場

組合」に改める。 

 第１２条第２項第１号中「経常費」を「清掃経常費」に改め、同項

第２号中「ごみ焼却施設建設事業費」を「清掃建設事業費」に改める。 

   附 則 

 この規約は、令和８年４月１日から施行する。ただし、第３条の改

正規定は、令和８年７月１日から施行する。 

 

  令和  年  月  日 

 

太田市長  穂 積 昌 信 

千代田町長 高 橋 純 一 

大泉町長  村 山 俊 明 

邑楽町長  橋 本 光 規 
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議案第９８号 

 

   太田市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金基金

条例の廃止について 

 太田市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金基金条例

を廃止する条例を次のとおり制定する。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信 

 

   太田市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金基金

条例を廃止する条例 

 太田市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金基金条例

（令和３年太田市条例第２号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第９９号 

 

   太田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正につい 

   て 

太田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

を次のとおり制定する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信   

 

太田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例 

太田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年太田市条

例第５２号）の一部を次のように改正する。 

第９条第１項中「第３項まで」の次に「及び第１６条の３第１項」

を加え、同条第４項中「第３項まで」の次に「及び第１６条の３第１

項」を加え、「、第２項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり」を削り、

「前項」を「前２項」に改める。 

第１２条中「及び介護時間」を「、介護時間及び子育て部分休暇」

に改める。 

第１６条第１項中「定める者」の次に「（第１８条の３第１項にお

いて「配偶者等」という。）」を加える。 

第１６条の２の次に次の１条を加える。 

（子育て部分休暇） 

第１６条の３ 子育て部分休暇は、職員が小学校就学の始期から満９

歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子を養育す
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るため、１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当である

と認められる場合における休暇とする。 

２ 子育て部分休暇の時間は、１日につき２時間を超えない範囲内で

必要と認められる時間とする。 

３ 子育て部分休暇については、給与条例第１８条の規定にかかわら

ず、その勤務しない１時間につき、給与条例第２５条に規定する勤

務１時間当たりの給与額を減額する。 

第１７条（見出しを含む。）中「及び介護時間」を「、介護時間及

び子育て部分休暇」に改める。 

第１８条の次に次の３条を加える。 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

第１８条の２ 任命権者は、太田市職員の育児休業等に関する条例（平

成１７年太田市条例第５３号）第１４条第１項の措置を講ずるに当

たっては、同項の規定による申出をした職員（以下この項において

「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じなければ

ならない。 

⑴ 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号に

おいて「出生時両立支援制度等」という。）その他の事項を知ら

せるための措置 

⑵ 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」

という。）に係る申出職員の意向を確認するための措置 

⑶ 太田市職員の育児休業等に関する条例第１４条第１項の規定

による申出に係る子の心身の状況又は育児に関する申出職員の

家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生

することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障とな

る事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するた

めの措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項にお
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いて「対象職員」という。）に対して、規則で定める期間内に、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号に

おいて「育児期両立支援制度等」という。）その他の事項を知ら

せるための措置 

⑵ 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認

するための措置 

⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する

対象職員の家庭の状況に起因して発生し、又は発生することが予

想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善

に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確

認した事項の取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければなら

ない。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確

認等） 

第１８条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要

とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕

事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条にお

いて「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせると

ともに、介護両立支援制度等の請求等に係る当該職員の意向を確認

するための面談その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属す

る年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。）において、

前項に規定する事項を知らせなければならない。 

３ 任命権者は、職員が第１項の規定による申出をしたことを理由と

して、当該職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなけ

ればならない。 
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（勤務環境の整備に関する措置） 

第１８条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の利用に係る請求等

が円滑に行われるようにするため、次に掲げる措置を講じなければ

ならない。 

⑴  職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

⑵  介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

⑶  その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措

置 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第１００号 

 

   太田市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

太田市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次

のとおり制定する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信   

 

太田市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

太田市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年太田市条例第５

３号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第１９条第１項及び第２項」を「第１９条第１項から第

３項まで及び第５項」に改める。 

第１０条中「及び勤務日ごとの勤務時間」を削り、「除く」の次に

「。次条及び第１２条において同じ」を加える。 

第１１条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同

条第１項を次のように改める。 

育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同

条第１項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）

の承認は、３０分を単位として行うものとする。 

第１１条第２項中「）又は」を「）、」に改め、「（以下「介護時

間」という。）」の次に「又は同条例第１６条の３第１項の規定によ

る子育て部分休暇（以下「子育て部分休暇」という。）」を加え、「部

分休業」を「第１号部分休業」に、「又は当該介護時間」を「、当該

介護時間又は当該子育て部分休暇」に改め、同条第３項中「部分休業」

を「第１号部分休業」に、「が育児時間又は」を「が育児時間、」に、
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「第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第２９項」を「第

６１条の２第２０項」に改め、「という。）」の次に「又は子育て部

分休暇」を加え、「当該育児時間又は」を「当該育児時間、」に改め、

「当該介護をするための時間」の次に「又は当該子育て部分休暇」を

加える。 

第１１条の次に次の４条を加える。 

（第２号部分休業の承認） 

第１１条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請

求する同条第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」と

いう。）の承認は、１時間を単位として行うものとする。ただし、

次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定める時間

数の第２号部分休業を承認することができる。 

⑴  １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間が

ある場合であって、当該勤務時間の全てについて承認の請求があ

ったとき 当該勤務時間の時間数 

⑵  第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合で           

あって、当該残時間数の全てについて承認の請求があったとき 

当該残時間数 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第１１条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間

は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を

基準として条例で定める時間） 

第１１条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定め

る時間を基準として条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の

区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

⑴  非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

⑵  非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間
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数に１０を乗じて得た時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第１１条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情

は、配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居した

ことその他の同条第２項の規定による申出をした時に予測するこ

とができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定によ

る変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項の職員の

小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じる

と任命権者が認める事情とする。 

第１２条第１項中「）が」の次に「育児休業法第１９条第１項に規

定する」を加える。 

第１３条を次のように改める。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第１３条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第

５条第２項の条例で定める事由は、職員が第３項変更をしたときと

する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）

第１９条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の

日から令和８年３月３１日までの間における部分休業の承認の請

求をする場合におけるこの条例による改正後の太田市職員の育児

休業等に関する条例第１１条の４の規定の適用については、同条第

１号中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条

第２号中「１０」とあるのは「５」とする。 
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議案第１０１号 

 

太田市建設工事等資金貸付条例の一部改正について 

太田市建設工事等資金貸付条例の一部を改正する条例を次のとお

り制定する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信 

 

太田市建設工事等資金貸付条例の一部を改正する条例 

太田市建設工事等資金貸付条例（平成１７年太田市条例第７４号）

の一部を次のように改正する。 

第４条中「１３０万円以上で」を「２００万円を超え」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の太田市建設工事等資金貸付条例第４条の

規定は、この条例の施行の日以後に契約締結した案件について適用

し、同日前に契約締結した案件については、なお従前の例による。 
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議案第１０２号 

 

   太田市学習文化センター条例の一部改正について 

 太田市学習文化センター条例の一部を改正する条例を次のとおり制

定する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信   

 

太田市学習文化センター条例の一部を改正する条例 

太田市学習文化センター条例（平成１７年太田市条例第１３２号）

の一部を次のように改正する。 

第７条に次の１号を加える。 

⑶ 許可を受けた目的以外の目的に利用すること又は利用権を譲

渡し、若しくは転貸すること。 

別表第１及び別表第２を次のように改める。 

別表第１（第８条関係）                                  単位：円 

          利用時間 

利用区分 

午  前 午  後 夜  間 １  日 

9 時～ 12 時  13 時～17 時  18 時～21 時  9 時～ 21 時  

視

聴

覚 

ホ

ー

ル 

平 日 

入場料・ 

会費等 

無 

利 用 9,200 12,200 12,200 33,600 

準 備・ 

練 習 
1,840 2,440 2,440 6,720 

入場料・ 

会費等 

有 

利 用 13,800 18,300 18,300 50,400 

準 備・ 

練 習 
1,840 2,440 2,440 6,720 

土 曜 

日 曜 

休 日 

入場料・ 

会費等 

無 

利 用 10,120 13,420 13,420 36,960 

準 備・ 

練 習 
2,020 2,680 2,680 7,380 

入場料・ 

会費等

有 

利 用 15,180 20,130 20,130 55,440 

準 備・ 

練 習 
2,020 2,680 2,680 7,380 
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備考 

１ 当該区分には、準備、練習及び後片付け等利用に必要な一切の

時間を含むものとする。 

２ 利用時間をやむを得ず超過した場合は、超過時間１時間につき

この表に規定する使用料の１００分の３０の額を徴収する。また、

１時間未満の端数は１時間とみなす。 

３ この表において休日とは、国民の祝日に関する法律（昭和２３

年法律第１７８号）に規定する休日をいう。 

別表第２（第８条関係）                                                                 単位：円    

附属設備等 単位 使用料 

ピアノ 1台 3,200 

エレクトーン 1台 1,100 

講演台（脇台含む。） 1台 600 

司会者台 1台 200 

指揮者台 1台 200 

譜面台 1台 50 

視聴覚ホール用机 1台 50 

視聴覚ホール用折りたたみ椅子 1脚 50 

びょうぶ 1双 1,100 

平台 1枚 100 

ひ毛せん 1枚 50 

視聴覚ホール拡声装置 1式 1,600 

ワイヤレスマイクロホン 1台 500 

マイクロホン 1台 300 

マイクロホンスタンド 1台 300 

展示ギャラ

リー 

入場料・会費等 無 4,300 5,400 5,400 15,100 

入場料・会費等 有 6,450 8,100 8,100 22,650 

第１ 

研修室 

入場料・会費等 無 1,700 2,200 2,200 6,100 

入場料・会費等 有 2,550 3,300 3,300 9,150 

第２ 

研修室 

入場料・会費等 無 700 900 900 2,500 

入場料・会費等 有 1,050 1,350 1,350 3,750 
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三点つりマイクロホン 1台 700 

テープレコーダー 1台 500 

コンパクトディスクプレーヤー 1台 500 

スポットライト（1キロワット） 1台 200 

ボーダーライト 1列 500 

アッパーホリゾントライト 1式 1,100 

ロアーホリゾントライト 1台 500 

ピンスポットライト 1台 1,100 

第１研修室拡声装置 1式 500 

レクチャーテーブル（アンプ付き） 1卓 300 

展示ギャラリー用 スポットライト 1台 20 

ギャラリー用展示台 1台 無料 

備考 

１ 使用料の額は、午前、午後又は夜間それぞれ１回の利用につき

納付する額とし、１日の利用をする場合は、当該使用料の額に３

を乗じて得た額を使用料の額とする。次項に掲げる利用について

も、同様とする。 

２ 利用者が施設内に器具等を持ち込んで、当該施設の電気を使用

した場合は、それぞれ当該器具等の定格消費電力１キロワットに

つき２００円を徴収する。 

３ ピアノの調律料は、別に実費を徴収する。 

   附 則 

 この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 



31 

議案第１０３号 

 

太田市体育施設条例の一部改正について 

太田市体育施設条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信 

 

太田市体育施設条例の一部を改正する条例 

太田市体育施設条例（平成１７年太田市条例第１４４号）の一部を

次のように改正する。 

別表第１新田体育施設の部太田市新田プールの項を削る。 

別表第２中 

「 (5) 太田市新田プール 

区分 使用料 備 考 

一般使用料 1回 50円 中学生以下(4歳未満は、無料とする。） 

1回 100円 その他の者 

専用使用料 1,000円 1時間当たり                  

  (6) 太田市新田武道館                        」 

「(5)  太田市新田武道館」に、「(7)  太田市新田サッカー場」を「(6)  太田市新田サッカー場」

に、「(8)  エアリススケートパーク太田」を「(7)  エアリススケートパーク太田」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

 

を 
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議案第１０４号 

 

太田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部改正について 

太田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信 

 

太田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

太田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例（平成２５年太田市条例第９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１５１条第１３項中「、栄養士又は」を「、栄養士若しくは管理

栄養士又は」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１０５号 

 

   太田市営住宅条例の一部改正について 

太田市営住宅条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                 太田市長 穂 積 昌 信    

  

太田市営住宅条例の一部を改正する条例 

太田市営住宅条例（平成１７年太田市条例第２２５号）の一部を次

のように改正する。 

第６条第２項第３号中「小学校就学の始期に達するまでの者」を「１

５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者」に改める。 

第６０条第１項中「第５６条第１項に定める区画」を「駐車場」に、

「自動車の保管場所の確保等に関する法律（昭和３７年法律第１４５

号）第４条第１項の規定に基づく自動車の保管場所の確保を証明する

書面」を「自動車の保管場所として駐車場を使用する権原を有するこ

とを証明する書面」に改め、同条中第２項を削り、第３項を第２項と

する。 

附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、第６０条の

改正規定は、令和７年１０月１日から施行する。 
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議案第１０６号 

 

   財産の取得について 

次のとおり内部情報系端末及びディスプレイを取得するものとす

る。 

 

  令和７年９月４日提出 

 

                太田市長 穂 積 昌 信 

 

１ 取 得 財 産  内部情報系端末（デスクトップ型） ７組 

内部情報系端末（ノート型） ３２７台 

          ディスプレイ  １２台 

２ 取得の目的  耐用年数を経過した庁内の内部情報系端末及

びディスプレイを更新するため 

３ 取得予定価格  ３０，０３０，０００円 

４ 取得の方法  指名競争入札 

５ 契約の相手方  太田市西本町５９番１６号 

           株式会社カワムラ 

            代表取締役 小板橋 勉 
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財産の取得について附属資料 

 

１ 取得財産の概要 

  内部情報系端末（デスクトップ型） ７組 

内部情報系端末（ノート型） ３２７台 

ディスプレイ １２台 

 

２ 契約履行期間 

契約締結の日から 

令和８年２月２７日まで 

 

３ 指名競争入札指名業者 

株式会社強戸柳文（辞退） 

株式会社シモヤマ 

株式会社カワムラ 

株式会社シー・ビー・エス 

株式会社エイコー社（辞退） 

有限会社アマガサ（辞退） 

有限会社おかの（辞退） 

村山包装株式会社（辞退） 
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議案第１０７号 

 

   財産の取得について 

 次のとおり公用車を取得するものとする。 

 

令和７年９月４日提出 

太田市長 穂 積 昌 信   

 

１ 取 得 財 産  軽自動車 １４台 

２ 取得の目的  買い物困難高齢者支援事業（お買い物クラブ）

の業務の用に供するため 

３ 取 得 価 格  ２３，１７７，０００円 

４ 取得の方法  指名競争入札 

５ 契約の相手方  太田市大島町１１１８番地１２ 

株式会社河田自動車 

代表取締役 河 田 樹 哉 
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   財産の取得について附属資料 

 

１ 取得財産の概要 

項   目 内   容 

車両の種類 スバル シフォンＧ  

車両総重量 ９１０ｋｇ 

エンジン 直列３気筒ＤＯＨＣ１２バルブ 

総排気量 ６５８ｃｃ 

最高出力 ５２ＰＳ／６９００ｒｐｍ 

トランスミッション ２ＷＤ／ＣＶＴ 

定員 ４名 

 

２ 契約履行期間 

  契約締結の日から 

  令和８年３月３１日まで 

 

３ 配置先 

  市内全１４行政センター 

 

４ 指名競争入札指名業者 

  有限会社飯田モータース（辞退） 

株式会社栗原モータース 

株式会社河田自動車 

有限会社協立自動車（辞退） 

  株式会社三栄自動車（失格） 

  ワシントンモーターズ株式会社 

  ＦＫエンジニアリング株式会社（辞退） 
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議案第１０８号 

 

財産の取得について 

次のとおり学校給食用食器類を整備するものとする。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信   

 

１ 取 得 財 産  深皿及びスプーン 

２ 取得の目的  長年の使用で劣化が著しくなった学校給食用

食器類を整備するもの 

３ 取得予定価格  ４５，２１４，４００円 

４ 取得の方法  指名競争入札 

５ 契約の相手方  群馬県高崎市和田多中町１３番１号 

           株式会社中西製作所群馬営業所 

            所長 藤 原 崇 史 
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   財産の取得について附属資料 

 

１ 取得財産の概要 

 

 

 

 

 

２ 契約履行期間   

契約締結の日から 

令和８年３月３１日まで 

 

３ 指名競争入札指名業者   

日本調理機株式会社群馬営業所 

株式会社中西製作所群馬営業所 

綜合厨房設備株式会社（予定価格超過） 

品 名 数 量 

深皿 ２０，５００枚 

スプーン １９，４００本 
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議案第１０９号 

 

   市道路線の廃止及び認定について 

  市道路線を次のとおり廃止し、及び認定したいので、道路法（昭和

２７年法律第１８０号）第１０条第３項及び第８条第２項の規定によ

り、議会の議決を求める。 

 

令和７年９月４日提出 

 

太田市長 穂 積 昌 信   






